
後期高齢者医療における
保健事業等について

厚生労働省保険局高齢者医療課
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国保・後期高齢者医療制度における糖尿病性腎症重症化予防の更なる展開に関する説明会
―重症化予防（国保・後期広域）ワーキンググループとりまとめについて―

平成29年７月24日（月） 資料３



高齢者の低栄養防止・重症化予防等の推進 平成29年度予算額 ３．６億円
（平成28年度予算額 ３．６億円）

被保険者

訪問看護ステーション

保健センター地域包括支援センター

薬局診療所・病院

専門職
・低栄養
・転倒、サルコペニア
・尿失禁
・軽度認知障害（MCI）

・食欲の低下
・活動量の低下（社会交流の減少）
・筋力低下
・認知機能低下
・多くの病気をかかえている

（参考）高齢者の特性（例：虚弱（フレイル））

閉じこもり、孤食

意欲･判断力や
認知機能低下、
うつ

低栄養・転倒の増加
口腔機能低下

精神的身体的

フレイルの多面性

加齢とともに、心身の活力（例えば筋力や認知機能等）が低下し、生
活機能障害、要介護状態、そして死亡などの危険性が高くなった状態。

加齢に伴う変化

社会的

危険な加齢の兆候（老年症候群）

推進のための事業イメージ

適切な介入･支援により、生活機能の維持向上が可能。

低栄養・過体重、
摂食等の口腔
機能、服薬など

訪問指導

相談

歯科医院

○ 低栄養、筋量低下等による心身機能の低下の予防、生活習慣病等の重症化予防のため、高齢者の特
性を踏まえた保健指導等を実施。

○ 後期高齢者医療広域連合において、地域の実情に応じて、地域包括支援センター、保健センター、訪
問看護ステーション、薬局等を活用し、課題に応じた専門職（管理栄養士、歯科衛生士、薬剤師、保健師
等）が、対応の必要性が高い後期高齢者に対して相談や訪問指導等を実施。
〈例〉 ・低栄養、過体重に対する栄養相談・指導 ・摂食等の口腔機能低下に関する相談・指導

・外出困難者への訪問歯科健診
・複数受診等により服用する薬が多い場合における服薬相談・指導 等

概 要
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高齢者の低栄養防止・重症化予防等にかかる取組

後期高齢者医療広域連合への補助事業

「高齢者の低栄養防止・重症化予防推進事業」 （Ｈ29予算 3.6億円）

[助成対象 ①②③]

① 糖尿病性腎症の重症化予防

② ①以外の生活習慣病の重症化予防

③ ①②以外の取組
・ 栄養 ・口腔 ・訪問歯科健診
・ 服薬 ・アセスメント
・ 複合的な事業 ・研修事業

①に対応
糖尿病性腎症重症化
予防プログラム
開発研究班

②③に対応
高齢者の保健事業の
あり方検討ＷＧ※４

指導・助言

結果報告

効果検証、
ガイドライン作成等

指導・助言

結果報告

重症化
予防

国保※１・後期

後期

後期

※１ 国保については、特別調整交付金で対応
※２ 経済・財政再生計画 改革工程表（平成27年12月24日経済財政諮問会議決定）
※３ 日本健康会議 宣言２におけるＫＰ Ｉ
※４ 平成28年度から「保険者による健診・保健指導等に関する検討会」のもとに設置

狭義のフレイル対
策 等

工程表※２ におけるＫＰ Ｉ
①＋② ： 24広域（2020年目標※３）
①＋②＋③ ： 47広域（2020年目標） 3



平成29年度後期高齢者医療制度事業費 国庫補助
（平成29年3月29日付け通知から重症化予防等に関わる部分を抜粋）

１ 交付金の算定方法

１ 種目 ２ 基準額 ３ 対象経費 ４ 補助率

高齢者の低栄養防
止・重症化予防等の
推進

厚生労働大臣が
必要と認めた額

事業を実施するために
必要な経費

定額

１ 表の第２欄に定める基準額と第３欄に定める対象経費の実支出金額とを比較して少ない方の額を選定する。
２ １により選定された額と総事業費から寄付金その他の収入額を控除した額とを比較して少ない方の額を交付
額とする。
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２ 事業内容

高齢者の低栄養防止・重症化予防等の推進

• 被保険者の健康を守り自立を促進し、低栄養、筋量低下等による心身機能の

低下の予防・生活習慣病等の重症化予防等を行うため、被保険者に対して専

門職（管理栄養士、歯科衛生士、薬剤師、保健師等）による立ち寄り型の相談

や訪問相談・指導、訪問歯科健診を実施する。

• 対象となる事業は、以下のとおりとする。
（ア）栄養・口腔・服薬に関する相談・指導（口腔については、訪問健診も含む）
（イ）生活習慣病等の重症化予防事業
（ウ）心身機能を包括的にチェックし、適切なサービスにつなげる事業
（エ）上記（ア）から（ウ）までを複合的に実施する事業
（オ）上記（ア）から（エ）までの事業の実施に係る研修
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３ 交付上限額

• 実施主体となる市町村の規模が異なり、相談・指導等の実施の対
象となる人数にも差異があるため、当該事業を行う市町村内の被
保険者数に応じて、一事業当たりの交付の上限額を以下のとおり
定める。

実施市町村における被保険者数（後期高齢者） 交付額の上限

10,000人未満 4,000,000円

10,000人以上50,000人未満 6,000,000円

50,000人以上100,000人未満 8,000,000円

100,000人以上 12,000,000円
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４ 経費と基準額等

①相談・訪問指導の場合

（ア）人件費（専門職が広域連合・市町村の正規職員の場合は、補助対象外）

＜専門職等１日あたりの謝金とする場合＞

・医師、歯科医師 ･･･ １日あたり 28,080円
・その他専門職（保健師等） ･･･ １日あたり 11,640円 （１日あたり２人を指導等することを標準とする）

＜対象者に対する訪問指導１回あたりの費用とする場合＞

・医師、歯科医師 ･･･ １回あたり 14,040円
・その他専門職（保健師等） ･･･ １回あたり 5,820円

（イ）文書通信費、交通費、燃料費、消耗品費等 （当該事業以外にも使用可能な器具、設備等は不可）

（ウ）市町村、医師会等への委託による場合は、実費（ただし、人件費については上記（ア）に準ずることとする）

（エ）事業実施後の効果検証に係る追加検査費、データ抽出経費、報告書作成経費等（民間業者等への委託も可）

②研修の場合

（ア）講師の謝金等

１時間あたり 11,300円（旅費は実費）
（イ）会場使用料、光熱費、印刷製本費、消耗品費等（研修を受講する専門職の日当等は不可）

（ウ）当該研修を開催するのに必要不可欠な準備（会議等）に係る費用

（エ）効果測定に係る調査費用等
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（事務連絡） 平成29年度高齢者の低栄養・重症化予防等事業の実施について
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